
社長ご挨拶

YTJ本社は、横浜ゴム本社機構の構成組織とし
てISO14001の運用に参画し、目標管理に基づ
く環境経営を実践しています。営業本部および
各カンパニーは環境「GD100」ガイドラインに
従って環境経営を実践しています。
特に、環境貢献タイヤ・商品の販売・販売促進
活動を通じて社会に寄与するとともに、廃タイ
ヤの回収・有効利用に貢献し、循環型社会形
成の一翼を担うべく、この活動を通じて、横浜
ゴムグループのCSR経営ビジョン「社会からゆ

るぎない信頼を得ている地球貢献企業になる」の実現を目指します。

高岡　洋彦

組織

事業内容：
敷地面積：
従業員数：
所 在 地：

自動車タイヤおよび、そのほかゴム製品の販売、自動車関連部品および用品の販売
1,760ｍ2（横浜ゴム社内）
2,581人（2013年12月現在）
〒105-8685　東京都港区新橋5丁目36番11号
TEL：03-5400-4609

北海道カンパニー　
〒063-0061　札幌市西区西町北 12丁目2-1
東北営業本部 ６カンパニー
〒984-0001　宮城県仙台市若林区卸町東 5-1-6
関東甲信営業本部 ５カンパニー
〒330-0856　埼玉県さいたま市大宮区三橋 2-727
首都圏営業本部 ４カンパニー
〒158-0096　東京都世田谷区玉川台 1-13-11
中部営業本部 ６カンパニー
〒466-0058　愛知県名古屋市昭和区白金 3-5-9
近畿四国営業本部 ８カンパニー
〒550-0012　大阪府大阪市西区立売堀 6-1-1
九州中国営業本部 ９カンパニー
〒815-0082　福岡県福岡市南区大楠 1-25-1
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（株）ヨコハマタイヤジャパン（YTJ） CSRレポート

組織統治

コーポレートガバナンス体制 コンプライアンスへの取り組み

当社における企業統治の体制は会社法上の機関（株主総会、代表取締役、
取締役会、監査役会、会計監査人）に加え、経営の監督と業務の執行を
明確化し、経営の意思決定および業務執行の迅速化を徹底するため、執
行役員制度を採用しています。監査体制は外部監査となる会計監査法人
による会計監査、および監査室による業務監査があります。互いに独立性
を保った監査体制を確立するとともに、会計監査法人および監査室から
適宜情報を得てガバナンス体制の強化をしています。

カンパニー社長をコンプライアンス推進責任者とし、法令順守状況の報告
と確認を定期的に実施しています。

人権

障がい者の働く場を提供するべく、障がい者の雇用人数を拡大しています。
特例子会社ヨコハマピアサポート㈱の設置により、適用範囲が横浜ゴムグ
ループ全体に拡大され、法定の障がい者雇用率2%を達成しています。

障がい者雇用の推進



環境

環境マネジメント 環境データ

環境「GD100」ガイドラインに基づく、カンパニーごとに環境経営に関
する自己診断を実施するとともに、環境経営責任者、営業本部に環境経
営推進者を設置し、環境経営の推進に取り組んでいます。

労働慣行

横浜ゴム本社にて実施された普通救命技能士の講習会に、YTJ本社従
業員が参加しています。また、業務上、社用車を運転する従業員に対し
て全38カンパニーで安全運転講習会を実施しました。
そのほかに、全国の販売拠点の耐震状況を確認しており、特に東海・東
南海・南海の3連動地震の地域を優先して耐震補強を実行中です。

労働安全衛生

各営業所に研修を受けたＹＦＳ（ヨコハマ・フィールド・サービス）がおり、
全国でユーザーからの品質等の問い合わせに対応しています。

消費者課題

公正な事業慣行

一部の地域では、取引先と一緒に地域の清掃活動に参加したり、取引先
が主催する環境イベントにブースを出し、商品を展示するなどの取り組みを
実施しています。

取引先との信頼関係

コミュニティへの参画及びコミュニティの発展

地域社会とのかかわり

各カンパニー独自に、地域とのコミュニケーション活動に参加しており、活
動強化に取り組んでいます。地域によって、営業所周辺の清掃活動、湿原
保全のためのボランティア活動等に自主的に取り組んでいます。
YTJ東北営業本部では、同じく被災地である大槌町の復興を側面から支
援する、横浜ゴム主催の「平成の杜」植樹会へ参加し、2013年も東北本
部管轄内から55人が参加しました。

年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

温室効果ガス排出量（千t-CO2）

Scope1（建屋：使用燃料） 0.3 1.0 2.2 0.1 0.3 

Scope2（建屋：買電） 3.2 4.4 3.2 3.0 4.5 

Scope3（荷主：使用燃料） — 8.0 9.8 2.9 3.7 

廃棄物発生量（ｔ） 18 14 11 — 14 

※CO2排出量は各電力会社が提示する係数に使用量を掛けて算出しています。


